



平成 +/年 /月 ,3日受付平成 +/年 3月 ,.日受理
要約 : +33-年のコメ部分輸入自由化の開始 +332年の 食料農業農村基本法 の制定等近年にかけて我
が国の農業を取り巻く環境は大きく変化してきている かかる環境変化の中で我が国の農家数は急激に減少
してきている 本研究では 農家の離農要因を農業経営的要因と地形的要因から分析する 分析対象地域は
北海道の代表的な稲作地帯である上川地域である 従来の農業経営研究では地形的要因を離農要因として分
析するためには実態調査に頼らなければ不可能だった 本研究では 農業集落地図と集落カドおよび国土
地理院の数値地図のデタベスを作成し このデタベスに GIS 地理情報システム を適用すること





キワド : 離農 GIS 分散分析













農家数は +31*年の +-2,23-戸から 2/年の 33,322戸 +33/
年の 2*,321戸へと一貫して減少し続けている 本研究で
は 北海道の稲作地域である上川地域を事例として取り上



















地形的要因 標高傾斜と離農との関連を GIS 地理情報
システム を活用して分析する なお 本研究で利用した
GISソフトは ArcView-., ESRI社 である
, 利用するデタ




デタセットを作成した なお 市町村集落地図は 株環
境保全サイエンスと 株パスコがArcView用に変換した
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 GIS地図デタの作成
本研究で利用したArcView-.,では それぞれの地図








面直角座標 公共座標系 UTM座標の -種類あるが 我
が国の多くの地図デタは 座標系として平面直角座標










国土地理院の標高デタ /*mメッシュデタ は 緯
度 .*分 南北 経度 +度 東西 で囲まれた範囲が +つ
のデタ群になっており さらに 各デタ群を 緯度方
向 経度方向にそれぞれ 2分割された 0.枚の地図デタ
として収録されている2 本研究では 北海道の代表的な
稲作地域である上川地域を対象地域として選定した 具体
的には北緯 .-度 ,*分と北緯 ..度東経 +.,度および東
経 +.-度とで囲まれた範囲であり 対象となる市町村は愛
別町 旭川市 深川市 赤平市 別市 富良野市 上富
良野町 中富良野町 美瑛町 上川町 当麻町 比布町


































なお 参考のために図 +に対象地域 上川 の傾斜角図
を示しておく この図から 対象地域は北海道の代表的な
稲作地帯であるためにかなり平坦な地域であること ま





タから集落ごとの平均標高 最低標高 最高標高 レンジ
標準偏差および平均傾斜 最小傾斜 最大傾斜 レンジ
標準偏差を計算し GIS数値デタを作成した
農業集落カドデタについては +31*年 1/年 2*
年 2/年 3*年 3/年のデタから総農家数 経営面積
計 0/歳以上の男子農業就業人口割合を抽出し 離農








図 ,は +31*年から 1/年 2*年から 2/年 3*年から
3/年の /年間にかけての上川地域の集落を離農率別 ,*
以上 +*,* +*未満 平均傾斜度 +*度以上と +度
未満の集落別及び全集落に分けてヒストグラムの形で示し
たものである この図から以下の ,つの点が指摘できる
一つは 離農率が +*を超えている集落数は 1*年から
1/年にかけての /年間と 3*年から 3/年にかけての /年
間は 2*年から 2/年の /年間に比べて多いことである 下
の図二つは 1*年から 1/年にかけては 2*2/年と 3*
3/年と比べて平均傾斜が +*度以上の集落 中山間部と
考えられる において相対的に離農が多く 上の左図 ま
た 3*年から 3/年にかけては 1*1/年と 2*2/年と比
べて平均傾斜 +度未満の集落 都市部と考えられる にお
いて相対的に離農が多いことである 上の右図
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る その結果 経済が安定成長に入った 2*年代は 離農が
一段落し 農業に見切りをつけた農家の離農が完了した時













る, つまり この時期の離農要因には 地形的条件 傾
斜 標高 が作用していると推測できる これに対して 3*
年代の離農要因としては 地形的条件よりも農業経営的条
件 経営耕地面積 農業労働力の高齢化 が働いていると
推測できる





図 -と図 .は +31*年から 1/年にかけての農家増減率
マイナスは離農率 を 集落別に 高い .以下
中 +-から0 低い /以上 の -区分
に分け地図化し その上に平均傾斜度 全デタ平均 ..+,
度以上と未満の ,区分 : 図 - と平均標高 全デタ平均








図 /と図 0は +33*年から 3/年にかけての農家増減率
を 集落別に 高い +2以下 中 +1から
2低い 1以上の -区分に分け地図化しその
上に +戸当たり経営耕地面積 全デタ平均 0*..2 a以上
と未満の ,区分 : 図 / と 0/歳以上の男子農業就業人口割
図 + 上川地域の傾斜角分布
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因としては 農業経営的要因 経営耕地面積 農業労働力
の高齢化 よりも地形的要因 傾斜 標高 が強いこと
3*年代の離農要因としては地形的要因よりも農業経営的
要因が強いこと を仮説として提示することが出来る









高 +31*年から 3/年にかけての /年ごとの農家増
減率 および +戸当たり経営耕地面積 0/歳以上
の男子農業就業人口割合を抽出する





















3/年 : 高 +2以下中 +1
2低
1以上
 離農率の -つのグルプ 高 中 低 ごとに 平









注 : 図中の ,*以上 +*































Y : 離農率 
X+ : 平均傾斜 度
X, : 平均標高 m
X- : 0/歳以上の男子農業就業人口割合 
X. : +戸当たり経営耕地面積 a
なお 1*年から 1/年にかけての離農率 Y に対する説
図 - +31*年1/年の農家増減率  と平均傾斜 度 のオバレイ
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明変数 X+ 平均傾斜 X, 平均標高 X- 0/歳以上の
男子農業就業人口割合 X. +戸当たり経営耕地面積 は
いずれも 1*年のデタに対応している この重回帰式を
1*1/年 1/2*年 2*2/年 2/3*年 3*3/年の
/本推定する
/ 計 測 結 果
表 +は分散分析の検定統計量 F*V,k+V+n
k と F値 / の境界値を示してある なお kは分
類数を nは総デタ数を V,は級間変動をV+は級内変
動を表している
この表から 地形的要因 平均傾斜と平均標高 の帰無
仮説 H* グルプ間の標本平均値に差がない が棄却され
る年次を示せば以下のようになる
地形的要因 平均傾斜
+31*1/年 高 : /.1.度 中 : -.0.度 低 : ,.21度
離農率が +.以上を高 0から +-を中 /以下を
低と表示し それぞれの集落グルプの平均傾斜が /.1.
度 -.0.度 ,.21度であることを示している 以下各年度
同じ表記である
+31/2*年 高 : /.,,度 中 : -..1度 低 : -.1*度
+32*2/年 高 : ..1+度 中 : ..*2度 低 : -.01度
+33*3/年 高 : -.01度 中 : -.33度 低 : ..1-度
地形的要因 平均標高
+31*1/年 高 : ,,0.,m 中 : +21.+m 低 : +1..-m




+32/3*年 高 : +2/.-m 中 : +3/./m 低 : ,+*./m
+33*3/年 高 : +3,./m 中 : +2/.1m 低 : ,+,.,m
この分散分析の結果と離農率によって分類された -グ




までは 傾斜が急で標高も高い集落 条件不利地域 での
離農率が高かったが 2/年以降 特に 3*年から 3/年にか
けては 傾斜が急で標高も高い集落での離農率が必ずしも















+31/2*年 高 : .,-.3 a 中 : -33./ a 低 : .13., a
離農率が +*以上を高 ,から 3を中 ,以下を
低と表示し それぞれの集落グルプ +戸当たり経営耕地
面積の平均が .,-.3 a -33./ a .13., aであることを示して
いる 以下各年度同じ表記である
+32/3*年 高 : .1..- a 中 : /,1.+ a 低 : /30.* a
+33*3/年 高 : /+*.0 a 中 : 0*..1 a 低 : 1*,.3 a
農業経営的要因 0/歳以上男子農業就業人口割合
+32/3*年 高 : -*.1 中 : ,0.* 低 : ,/.1
離農率が +/以上を高 0から +.を中 /以下を
低と表示し それぞれの集落グルプの 0/歳以上男子農
業就業人口割合の平均が -*.1 ,0.* ,/.1であるこ
図 / +33*年3/年の農家増減率  と +戸あたりの耕地面積 a のオバレイ
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とを示している 以下も同じ表記である








以降は +戸当たり経営耕地面積が小さく また 0/歳以
上の男子農業就業人口割合が高い集落での離農率が高いこ
とが示された 特に 3*年3/年にかけて その傾向が強
い +戸当たり経営耕地面積と 0/歳以上男子農業就業人口
割合の差は離農率が高いグルプと低いグルプ間での差
図 0 +33*年3/年の農家増減率  と 0/歳以上の男子就業人口割合  のオバレイ














計測結果は以下のとおりである なお 各回帰式で Y
は離農率  X+は平均傾斜 度 X,は平均標高 m









































































0 お わ り に
本研究では 北海道の稲作地帯である上川地域における
農家の離農要因を 国土地理院の数値地図 地形的要因 :
/* mメッシュ標高地図 と +31*年から 3/年の農業セン








降 特に 3*年代以降は +戸当たり経営耕地面積が小さ
く また 0/歳以上の男子農業就業人口割合が高い集落で
の離農が多く 離農要因として農業経営的要因が重要な位





なお 本研究の一部は 平成 +,+.年度 科学研究費補
助金 課題 : WTO体制下における米政策の経済的評価に
関するシミュレション分析 研究代表者 : 東京農業大
学清水一教授 の援助で行われたものである

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Factor Analysis of Farm Exit by Geographic
Information System
A Case Study of Kamikawa Area of Hokkaido
By
Mitsuo SUZUKI* and Nobutada KONO**
(Received May ,3, ,**-/Accepted September ,., ,**-)
Summary : The situation of Japanese agriculture has been changing since the partial liberalization of
the rice market in +33- and the enactment of the new agricultural law in +332. Under the current
agricultural situation, the number of Japanese farm households has been declining rapidly. This
paper analyzes reasons why farm households exit farming based on agricultural management factors
and geographical factors. The analysis focuses on Kamikawa rice production area in Hokkaido. The
usual agricultural management studies do not enable us to analyze the geographical factors of farm
exit without an actual survey. In this paper, we analyzed the geographical factors of farm exit over
a wide area by using Geographic Information System (GIS) and a database. The database consists of
agricultural census data and additional information that are location-speciﬁc. Some of our conclu-
sions regarding this particular case are as follows.
+. Until around +32/, important factors of farm exit were geographical ones such as a slope and
height above sea level.
,. Since +33*, important factors of farm exit have been agricultural management factors such as
agricultural land and agricultural labor force composition.
Key Words : farm exit, GIS, Analysis of Variance
*
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